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衛星通信と応用システム
ーVSAT企業内衛星通信システムー
SatelliteCommunicationandApplicationSYStem

-PrivateVSATSYStem-

平成元年3月から,衛星通信系第1種通信事業会社が民間通信衛星を打ち上

げて,一部の衛星が5月からサービスを開始した｡ユーザーと目される一般企

業や公共団体などでは,衛星通信の特性を生かした映像伝送やテレビ会議,デ

ータ通信など既存の地上系通信と併用したマルチメディアの企業内ネットワー

クが構築され始めている｡このような状況に合わせて,利用形態として問い合

わせ応答,映像同報,データ同報,臨時通信システムなどを想定し,地球局な

どVSAT(VerySmallAperture Terminal)ネットワークシステムを製品化し

た｡

n 緒 言

わが国では,平成元年内に日本通信衛星株式会社のJCSAT-

1号,2号および宇宙通信株式会社のスーパーバードA号,B

号合計4基の民間通信衛星が打ち上げられる予定になってお

り,すでに一部の衛星はサービスを開始している｡これらの

衛星を用いて,

(1)CATV(CableTelevision),ホテルなど向け映像伝送サ

ービス

(2)市場･金融など情報提供サービス

などのニュービジネスを興したり,

(3)教育,社内広報など企業内および顧客サービス用映像伝

送

(4)情報検索,データ集配信など企業内データ通信

(5)多地点間企業内テレビ会議

など企業内データ通信やOA情報の伝送等での新たな機能の実

現や利便性を高めるためのさまぎまな利用計画が進められて

いる｡

本稿では,2章でVSAT(VerySmallApertureTerminal)

ネットワークシステムの概要について述べ,3章では上記

VSATネットワークシステムの構成要素として開発した日立

衛星通信地球局システムについて詳述し,最後に4章でVSAT

ネットワークシステムの効果的な利用形態例について述べる｡
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囚 VSATネットワークシステムの概要

2.1背 景

衛星通信は,同報性,可変容量性,多元接続性および臨時

性といった点で,地上回線に比べて優れた特長を持っている｡

しかし,従来企業内利用に当たっては,地球局が大形のため

に設置面での制約が大きく,しかも対向通信では経済的効果

を出しにくいといった難点があった｡

本稿で紹介するVSATネットワークシステムは,多くの企

業内オンラインシステムが,センタ集中形のネットワークで,

しかも通信要求がPOS(PointofSale),受発注,金融などの

システムに見られるように′ト答量,分散,散発的な問い合わ

せ応答形である点に着目して開発されたシステム方式である｡

本システムの特長を以下に述べる｡

(1)経済性の実現

センタに大形局を配置し,全国規模で分散設置されるリモ

ート局に,小形局を適用することによって回線設計上のバラ

ンスをとり,トータルコストの低減が図られている｡

(2)設置の容易性

リモート側は一般に小規模サイトが多くなるが,小形局を

配置することによって,設置工事の容易性が図られている｡

(3)同報通信の活用

センタ局からりモート局への回線(Outbound回線)は,衛星

通信の同報性を生かしたパケット多重伝送で,衛星利用コス

トの低減が図られている｡

***[J､'′二;生川三叶｢硝之システム｢二場
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また,リモート局からセンタ局への回線(Inbound回線)につ

いても,TDMA(TimeDivisionMultipleAccess)通信を用

いることによって1衛星回線を複数のリモート局で共用する

ことができ,利用コストの低減が図られている｡

(4)回線の信頼性

アンテナサイズや送信電力の選択を行うことによって,シ

ステムとしての要求条件に合わせた回線の信頼性が確保され

る｡選択に当たっては,表1に示す指標が用いられる｡また,

例として東京に¢5.6mアンテナ,230Wのセンタ局を,各地

方都市に如･8mアンテナ,4Wのリモート局を配し,64kビ

ット/秒のデータ通信を行う場合のビット誤r)率10-6での稼動

率を表2に示す｡

(5)伝搬遅延時間対応策

衛星回線には約250msの伝搬遅延時間が存在するが,デー

タの伝送と応答伝送を非同期に進めることのできるハイレベ

ル手順を適用することによって,トータルスループットを確

保する｡なお,端末機器のプロトコルはそのまま適用できる

よう,地球局にプロトコル変換機能を具備する｡
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図l VSATネットワークシステムの概要

が図られている｡
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表l衛星通信での回線品質指標 ｢平常時の品質+は,各種信号

を伝送するうえで望ましい回線品質,｢限界品質+は伝送を継続するうえ

で最低限必要な回線品質の基準値である｡

信号の種菓頁 平常時の品質 限 界 品 質

アナログ電話 評価SN比50dB以上 評価SN比32.5dB以上

ディジタル信号 BERlO‾6以下 BERlO-3以下

アナログ丁∨ 評価SN此53dB以上 評価SN比45dB以上

注:l.電波技術審議会答申による｡

2.評価SN比は,エンファシスなどの改善を含む｡

3･-BER(Bi†Error Rate)には,誤り訂正による改善を含む

表2 東京～地方都市間回線設計例(稼動率) 地域によって,衛

星から受信する電波強度や降雨量が異なるため,同じ衛星回線品質(本例

ではビット誤り率10‾6)を保持する時間率も地域によって異なる｡

地方都市 東京受信 東京送信

札 幌 99.995% 99.985%

仙 台 99.993% 99.983%

名 古屋 99.994% 99.984%

大 阪 99.987% 99.967%

広 島 99.989% 99.967%

福 岡 99.982% 99.946%
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l本のInbound,0=tbo=nd衛星回線を複数のリモート局で共用することにより,利用コストの低減



2.2 基本構成

VSATネットワークシステムは,図lに示すように次の地

球局で構成される｡

(1)リモート局

VSAT局と呼ばれ,¢1-2mクラスのアンテナ,1～4W

の固体化された送信機およびアクセス制御機能を持つ地球局

で,地上回線と衛星回線の速度変換やプロトコル変換を行う｡

(2)センタ局

HUB局と呼ばれ,¢5-7mクラスのアンテナと数十～数

百ワットの送信機,アクセス制御機能およびネットワーーク管

理機能を持つ地球局で,地上回線と衛星回線の速度変換やプ

ロトコル変換を行う｡

2.3 通信形態

VSATネットワークシステムは,基本的にセンタ集中のス

ター状ネットワークを構成している｡本システムでの通信形

態を表3に示す｡

2.4 米国での利用動向

米国では,CATV向け番組配信や企業内通信に1988年10月

現在30基の通信衛星が運用されており1),衛星通信を利用する

企業が急増している2)｡

企業内通信での適用業務としては,表4に示すとおりデー
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表4 米国での企業内衛星通信ネットワークシステムの現状

米国では,衛星通信を企業内通信に利用する企業が増加しており,デ

ータ,音声,映像などを複合利用する企業が多い｡

区 分 用 途 企 業 数 地球局 数

単一利用

データ 60 12′650

音声 】 】50

映像 19 3′978

複合利用

データ･音声 15 638

データ1映像 ll 3′858

音声･映像 19 2.403

データ･音声･映像 16 6′379

合 計 141 30′056

出典:Sate川te Communication,山y1988から

タ通信や映像伝送を中心にした複合利用が増加している2)｡ま

た,利用しているユーザー分野を図2に示す2)｡

今後はVSATを用いた企業内衛星通信ネットワークシステ

ムの導入がますます盛んになると考えられている｡

凶 日立衛星通信地球局システム

前章で述べたVSATネ･ツトワークシステムを構成する日立

製作所が開発したリモート局(VSAT局),およびセンタ局

(HUB局)の主要諸元を表5に示すとともに概要を以下に述べる｡

表3 VSATネットワークシステムでの通信形態 VSATネットワークシステムでは,問い合わせ応答通信だけでなく,同報通信や端末～端末

間通信も実現可能である｡

通 信 形 態 データの;売れ 概 要

同報通信

通信衛星VSAT局

硬
l端末装置

HUB局l
l

l

センタから1回線で,多数のリモート局へ同一情報を同

時伝送する｡

伝送方式として無手順方式(方女送形)と応答確認方式があ

l

ホストコンビュ_タ禦､､硬`

り,画像情報やデータの-せいダウンローディングなど

に利用される｡

センタ～リモート局間

双方向通信

通信衛星VSAT局

硬▼

HUB局:端末装置
l

l

畢:
ホストコンピュータなど可

ホストコンピュータ,端末装置の1:1の双方向通信をリ

モート局ごとに行う｡

情報検索などの問い合わせ応答通信,受発注情報などの

データ収集,還元帳票などのデータ配信等に利用される.-ノ

リモート居間通信

通信衛星VSAT局

硬
l端末装置

HUB局:
l

遜:
メールシステムなど 硬

いったんセンタ局を経由することにより,端末装置､

端末装置間のイ云送を行う｡

メッセージ交換システムなどに利用きれる｡
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業 種

銀行･証券･保険

卸･小売り

自動車･化学･半導体･

コンピュータなど製造業

電気･石油･ガス

運輸

情報処理･通信･ホテル･

レンタルなどサービス業

テレビジョン･ラジオ･新聞

医療･健康

宗教･教育

政府･軍･州

不明およぴその他

注‥[]企業数,団サイト数

0 10 20 30 40

124

巡泣ミ巡遊S立志主泣ミ法主韮…韮韮志望≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡璽≡≡≡霊≡≡≡雫粟軍需≡…頭…軍票粟雫苧環6964

114 7,601:

ミ墓室速達主濫造蓋…墓園詞

132
迩迩宝ミ立整式退去造韮……宝≡≡≡≡≡≡雫…雫…雫軍需軍票軍司3,879
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丈ささヾ渕581

4

注…≦並立さ‡$さきさミ渕1,040

16

＼韮迩蓋≦送韮≦注…注…宝≦立注墓ミミミ宝立≡…≡≡守宗深謀軍需環詞3,797

9:

※ヾギ…876

12

148

2

ご立§主…※寺ヾさや※ヾホヾ芋不調2,001

115

塗…主立韮墓≧さ宝さ※貸さ§＼ヾ三ま※‡さぎ※さ芋栗平不調3,113

14

56

0 1,000 2▼000 3･000 4･000 5,000 6,000 7,000 8,000

サイト

社

図2 米国での業種別利用状況 衛星通信を利用する企業は,さまぎまな業種にわたっている｡

表5 日立衛星通信地球局システムの主要諸元 各種アプリケーションに対応したインタフェースを用意している｡

仕 様

セ ンタ局

地 球 局 タ イ プ 固 定 局

ア ン テナサイ ズ ¢5.6m,¢4.5m,¢3.3m

送 信 出 力
TWT:250W,120W,120WX2,250WX2

SSPA:4W,lW

オ プ シ ョ ン
融雪装置

自動追尾装置

リモート局

地 球 局 タ イ プ 固 定 局 車 載 局

ア ンテナサイ ズ ¢3.3m,¢2.4m,か.8m,¢l.2m 釧.8m

送 信 出 力
TWT:250W,120W TWT:250W,120W

SSPA:4W,lW SSPA:4W,lW

オ プ シ ョ ン 融雪装置 融雪装置,自動追尾装置

共 通

搬 送 周 波 数
送信:14.0～14.5GHz

受信:12.25～12.75GHz

伝 送 方 式 ア ナ ロ グ 伝 送 デ ィ ジ タ ル伝送

変 調 方 式 FM QPSK

通信速度右よび帯域幅

ビデオ:30MHz,27MHz,20MHz, l.5M,768k,384k,柑2k,

17.5MHz,15MHz 64k,48k,柑.2k,9.6k,

音 声:3.4kHz 4,8k,2.4kbps

暗 号 方 式 顧客指定による｡ /ンリニア乱数方式

誤 り 訂 正 方 式
ピタビ復号方式

(R=l/2,K=7)

端 末 機 器 ビデオ:lVt)】】,75Q DSU,∨.24/V.28,∨.35,

イ ン タ フ ェ
ー

ス 音 声:OdBm,600¢ X.2卜/V.1l

通 信 方 式

FDMA方式 FDMA方式,TDMA方式

(固定割り当て方式) ランダムアクセス方式

予約割り当て方式

固定割り当て方式
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注:略語説明

TWT(Traveling Wave Tube)

SSPA(Solid State Power Amplifier)

FM(Frequency Modulation)

QPSK(Quadratic Phase Shift Keying)

FDMA(Frequency Division M山tiple

Access)



3.1リモート局の構成と機能

リモート局は,屋外に設置されるアンテナ,屋外ユニット

および屋内ユニットで構成している｡

リモート局アンテナ･屋外ユニットの外観を図3に,構成

を図4に示す｡以下,各構成ユニットの機能概要を述べる｡

(1)アンテナ

直径1～2mのオフセットパラボラ形を採用し,小形ながら

高効率,低サイドローブ,良好な直線偏波識別度特性を実現

している｡一次放射器,偏分波器,送受信部がコンパクトに

組み込まれた屋外ユニットと一体構造としている｡

構造的には,小形･軽量化を図るとともに,現地据え付け,

方向調整が簡便な構造となっている｡

(2)屋外ユニット

屋内ユニットからのIF(IntermediateFrequency)信号を14

GHz帯に変換し衛星に向けて送信する機能,および衛星から

の12GHz帯の受信信号をIF信号に変換し,屋内ユニットへ送

出する機能を持つ｡屋外ユニットの筐(きょう)体は防水形構

⑳脚夢湖済弼君

図3 リモート局のアンテナと屋外ユニットの外観 屋外ユニッ

トと屋内ユニット間は,l本のケーブルで接続される｡

屋外ユニット(OD〕)

器波分

ナテンア

注:略語説明

卜.一一

+

電 力

増幅器

中継器

シンセサイザ

低雑書

増幅器

｢

送
受
信
周
油
収
数
変
換
器
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造となっており,GaAsFET(FieldEffectTransistor)を用い

た4W(または1W)電力増幅器,HEMT(High Electron

MobilityTransistor)を用いた低雑音増幅器,送受信周波数変

換器および中継器シンセサイザとで構成している｡

送受信共通の局部発振器には,YTO(Yttriumirongarnet

TuningOscilator)を用いたPLL(PhaseLockLoop)方式を

採用し,送受信周波数変換器などを高密度実装して小形･軽

量･高安走動作を実現している｡

(3)屋内ユニット

屋外ユニットと端末装置とを接続する部分で,センタ局か

ら送られる信号を復調し,端末装置に送出する機能,制御信

号を読み出して必要な制御を行う機能,端末装置からの信号

をセンタ局へ送出する機能およびリモート局内のステータス

信号などをセンタ局へ送出する機能を持っている｡

主な構成要素は中間周波数送受信器,モデム,アクセス制

御,端末インタフェースであり,データレートはInbound回線

が64kビット/秒,Outbound回線は64kビット/秒,192kビッ

ト/秒,3朗kビット/秒,768kビット/秒のうちのどれか一つ

をアプリケーションに応じて選択できる｡

誤り訂正には,誤り訂正能力の優れたR=÷,K=7のビタ
ビ復号法を用いることによって高い回線品質を実現している｡

また,アプリケーションに応じたプロトコル変換機能を組み

込むことができ,かつ端末装置の増設にも対応できるよう考

慮している｡また,リモート局のステータス,障害情報は一

定容量保存できる監視･制御部も装備している｡

さらにオプションとして,暗号器も装備可能な構成として

いる｡

以上述べた各ユニットの主要諸元を表5に示す｡

3.2 センタ局の構成と機能

センタ局は,アンテナ,送受信部およびベースバンド部で

構成している｡

センタ局アンテナと送受信部の外観を図5に,構成を図6

に示す｡以下,各構成部の機能概要を述べる｡

屋内ユニット(lDU)

中
間
周
波
数
送
受
信
器

｢.

++二
ODU(0]tDoorUnit),lDU(l[DoorU【it),TDM(TimeD卜〉isionMultiplex)

モデム

(TDMA)

アクセス

制御

モデム

(TDM)

誤り訂正器

器正訂
▲nリ

誤

｢

端
末
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

+

図4 リモート局の構成 リモート局は,屋外に設置されるアンテナ,屋外ユニットおよび室内に設置される屋内ユニットで構成Lている｡
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済聯
拶

図5 センタ局のアンテナと送受信部の外観 アンテナ直径は

5･6mで,送受信部はアンテナ背面に取り付ける構造になっている｡

(1)アンテナ

直径3～5mのグレゴリアン形を採用している｡電気的には

高効率,低サイドローブ,高い偏波識別度などの性能を持ち,

風速70m/sに耐えられる構造になっている｡架台はAz-Elマウ

ント形式であり,すべて電動駆動である｡通常は,衛星を自

送受信部

｢‾

舟渡器

アンテナ

+_

TWT

増幅器

TWT

増幅器

低雑書

増幅器

低雑書

増幅器

∪/C

∪/C

D/C

D/C

動追尾(¢3mクラスは固定)して運用する｡アンテナの背面に

送受信部を取りつけコンパクトな形にして,給電損失の低減

および省スペース化を図っている｡このほか送受信部をシェ

ルタに設備したタイプも用意してある｡オプションとして融

雪装置も実装可能である｡

(2)送受信部

送受信部は基本的にはリモート局の屋外ユニットに相当す

る部分である｡

主な構成は,数百ワットのTWT(TravelingWaveTube)

増幅器,低雑音増幅器および送受信周波数変換器から成る｡

系は,送受信ともに現用･予備の2系統が装備され,通信断

時間の最小化を図っている｡

(3)ベースバンド部

送受信部とホストCPUおよびネットワーク管理部を接続す

る部分である｡リモート局から送られるデータを復調してホ

ストCPUに送る機能,リモート局からの制御信号を読み出し

てネットワーク管理部に送出する機酪 ホストCPUからのデ

ータを受けてリモート局に送出する機能,およびネットワー

ク管理部からの制御信号などをリモート局に送出する機能を

持つ｡さらにアクセス制御機能を持ち,自局の監視制御機能

をも具備している｡

ベースバンド部
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(TDMA)

誤り訂正器

誤り訂正器

(現用系1～花)

モデム

(TDM)

アクセス

制 御

モデム

(TDMA)

(予備系1)

誤り訂正器

誤り訂正器

ネットワーク管理部

●

｢

ベ
ー
ス
バ
ン
ド
切
換
器

二+
注:略語説明 TWT(TravelingWaveTube),〕/C(UpConverter),D/C(DownConverter)

lF TR‥ntermediateFrequencyTransmitter& Rece山er)

図6 センタ局の構成 センタ局は･ホストコンピュータ側に設置される局であり,ベースバンド部は,ネットワークの拡張に対Lて増設可能

な構成になっている｡
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主な構成要素はモデム,アクセス制御,ベースバンド切換

器である｡オプションとして暗号器が装備できる構成となっ

ている｡

(4)ネットワーク管理部

リモート局の構成管理,障害の検出･診断･回復などの障

害管理,応答時間･スループット測定などの性能管理,特定

ユーザーからだけアクセス可能とする機密管理,課金に関す

る会計管理などを行い,ネットワークの運用･保守および課

金を効率的に行っている｡これらの管理情報はすべてディス

クに記録され,必要に応じて検索可能になっている｡

このうち保守に関しては,地上回線を用いての遠隔保守可

能なインタフェースも装備し,ユーザーの多様な保守要求に

こたえられるようになっている｡

3.3 ネットワーク機能

(1)アクセス制御

VSATネットワークシステムは,多数のVSAT局が同一の

衛星回線を共用してデータ通信を行うネットワークであー),

使用日的に応じて短い応答時間または高いスループットなど

が要求される｡この要求にこたえるため,衛星回線を下記の

方法で共用する｡

(a)Inbound回線

64kビット/秒の通信速度のTDMA回線を用い,呼の発生

頻度やデータ長などによってランダムアクセスや予約アク

セス,固定アクセスなどの制御方式を選択し,複数のリモ

ート局で共用する｡また,トラヒック量に応じてTDMA回

線数を決定する｡

(b)Outbound回線

トラヒッタ量に応じて,64～768kビット/秒の通信速度を

選択し,パケット多重してセンタ局から送出するとともに,

リモート局側では自局あてメッセージだけを抽出する｡

(2)プロトコル変換

地球局と端末装置との接続は,CCITT(国際電信電話諮問

委具合)のⅤシリーズやⅩシリーズなどの既存インタフェース

に合わせる一方,高効率化を図るため衛星通信に適したハイ

レベル手順がとられるので,地球局では衛星回線と地上回線

間のプロトコル変換機能を持っている｡

(3)暗号器

第三者によるデータの盗み見などの犯罪から情報を保護す

るため,暗号器を開発して導入した｡暗号方式として,安全

性の高い独自方式を採用している｡

巴 その他の利用形態例

2.1節で述べたように,VSATネットワークシステムは問い

合わせ応答を主要な利用形態として開発されたものである｡

さらに,リモート局に映像受信機能を付加したり,Inbound回

線を連続モードにするなどの拡張によって以下に示す種々の

衛星通信と応用システムーVSAT企業内衛星通信システムー 951

アプリケーションが実現される｡また,これらのアプリケー

ションを並行運用するマルチメディア通信も可能である｡

4.1映像同報システム

出先機関従業員向け社内広報や教育あるいは営業店などで

の顧客サービスを目的として,リモート局へテレビジョン映

像を同報伝送するプライベートな放送局機能を実現すること

ができる｡さらに,地上回線を介してリモート局からセンタ

局へ質問音声を送り,これを映像信号に重畳して衛星回線で

他のリモート局へ同報伝送する機能を付加することによって,

疑似的な双方向多地点間テレビ会議システムを構成すること

もできる｡

一方,テレビジョン映像の代わりにディジタル圧縮映像を

利用することによって,トランスポンダ上の帯域に余裕を持

たせることができ,リモート局側からも発言者の映像･音声

をセンタ局経由(2ホップ)他リモート局へ伝送することがで

きる｡すなわち,発言局をセンタ局制御で切り換えることに

よって議長と発言者の映像,音声を参加各局で受信すること

のできる多地点間テレビ会議システムを構成することができ

る(図7参照)｡

4.2 データ同報通信システム

金融･証券などのオンラインシステムで,営業店などに設

置された端末装置の画面情報やプログラムを衛星通信を用い

て同報伝送(ダウンロード)し,いっせいに変更することがで

きる(図8参照)｡

ただし,送信した同報データに対する応答確認が必要なシ

ステムで仝リモート局からセンタ局へ逐次応答フレームを送

信する方式をとると,リモート局数が多くなるに従って次の

ような問題点が生じる｡

(1)リモート局数に比例して応答フレーム数が増大し,セン

タ局での応答処理負荷が増大するとともに全リモート局から

の受信確認までの時間,ひいてはトータルの伝送時間が増大

する｡

(2)伝搬遅延時間や降雨減衰の問題があるため,各リンクで

の誤りの影響が蓄積され,誤り回復までの時間が極端に大き

くなる｡

そこで,日立製作所では上記背景の下,高効率･高信頼な

衛星同報通信システムの構築を目的として,輪番制応答制御

および地域性適応再送制御を特徴とする衛星同報通信制御方

式を開発した3),4)｡さらに,昭和62年10月～12月に郵政省｢衛

星利用パイロット計画+5)･6)の一環として本方式の機能検証実

験を行い,各リモート局ごとに逐次データを伝送する逐次同

報通信と比較して約3倍の通信効率を得るとともに,地域対

応の適応再送制御機能も正常に動作することを確認した｡

4.3 臨時通信システム

リモートサイトに車載形の地球局を配置することによって,

臨時の通信回線を設定することができる｡特にテレビジョン
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図了 企業内映像伝送システム 全国に配置された出先機関に対Lて,販売促進や教育など企業内情報映像･音声を同時伝送することができる｡

通信衛星
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VSAT局

転
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Q硬
端末装置

図8 衛星同報通信システムの構成 全国の出先機関に配置された

端末装置に対して,センタのホストコンピュータから同一データを同時

に伝送することができる｡

放送局などでは,イベント会場や事件現場などから取材した

テレビジョン映像を生中継するサテライト ニュース ギャザ

リングシステムの導入が進められている｡このほか一般企業

などでも移動店舗,イベント会場との通信,災害時通信など

への適用の検討が進められている(図9参照)｡

8 結 言

本論文では,VSATネットワークシステムの概要と対応す

る日立衛星通信地球局システムについて報告するとともに,

VSATネットワークシステムの有望な利用形態について述べ

た｡

今後,地球局システムの小形･高性能化を図るとともに,

教育システムの構築などVSATネットワークシステムの社内

利用によるアプリケーションノウハウを蓄積し,顧客システ

ムに適用していく考えである｡
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図9 臨時通信(サテライト ニュースギャザリング)システム

イベント会場や事件現場などに臨時に回線を設定することができる｡

終わ-)に,本稿で報告した実験は衛星利用パイロット計画

の一環として行われたものであり,郵政省電波研究所(現通信

総合研究所)のご指導のもとに実施された｡ここに郵政省の関

係各位に対し,深謝する次第である｡
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